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款

2

総務費

予算

1 概要

国の令和3年度子育て世帯等臨時特別支援事業補助金の確定に伴い、国庫支出金の返還金が生

じたことにより、国へ令和4年10月31日までに返還する必要があるため、その返還金を計上する

もの。

2 事業内容(返還金内訳) (単位:千円)

差引返'額
歳出事項名 交付額① 確定額② 返還理由

(①②)

子育て世帯への

臨時特別給付

(先行給付金) 2,731,050

給付事業費

(給付金)
2,742,500 10,050

子育て世帯への

臨時特別給付

(支援給付金) 1,400

給付事業費

(給付金)

子育て世帯への

臨時特別給付

(先行給付金) 30,783 24,093 6,690

給付事業費

(事費)

子育て世帯への

臨時特別給付

(追加給付金) 2,731,050

給付事費

(給付金)
2,742,500 10,050

子育て世帯への

臨時特別給付

(支援給付金) 1,400

給付事業費

(給付金)

子育て世への

臨時特別給付

(追加給付金) 4,655 3,3071,348

給付業費

(事務費)

国補助金計

項

総務管理費

明書

目

23

費

番号

1-1

事 業

児童福祉費返'金

名

5,520,438 5,490,341

補 正額

千円

30,097

封入封鰔に係る委託

料が見込みを下回っ

たことなどによるも

の。

給付対象児童数が見

込みを下回ったこと

によるもの。

(見込) 55,260 人

追加給付金

(実績) 54,621 人

支援給付金

(実、) 28 人

30,097
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3 財源内訳

事業費

千円

30,097

【参

国庫支出金

千円

】給付金の概要
対象児童 0歳から18歳までの者

(平成 15年4月2日から令和4年3月31日までに出生した者)
2 支給対象者

次の①と②の要件に該当する者(対象児童:55,260人)

財

県支出金

千円

)所得要件

児童手当(本則給付)の所得条件を満たす者(校生もしくはそれに準ずる者(以下「高校
生等」という。)のみを育する者を含む)【所得制限限度額未満】
ただし、里親及ぴ障害児入所施設等の設者(以下「施設等設者」という。)にっいては、

所得額は考慮しない。

②養育要件却

内源

地方債

千円

ア児童手当受給者【公務員以外+施設等設者】対象児童 46,120人

令和3年9月分の児童手当(本則給付)の受給者

イ児童手当受給者【公務員】

上記アの公務員受給者(新生児の者を含む)

ウ校生等育者(児手当受給者を除く)

令和 3年9月30日(以下「基準日」という。)

の支給対象児を除く)を育する者光

工高校生等に係る施設等設者

訳

その他

千円

一般財源

千円

30,097

3

育要件に記の各人数は、「d)所得要件」も満たした人数。
令和3年9月1日以降に出生した児
児手当法施行令第1条で規定された、所得制限限度額未満の者。

支給額児童一人につき

(新生児和の育者を含む)

対象児 5,000人

対象児

において、

(先行給付金) 50,000円

(追加給付金) 50,000円

※先行給付金と追加給付金を併せて対象児

を一括支給

4 100 人

15歳~18歳の児童(児童手当

対象児童

(支援給付金) 100,000円
※基準日より後に離婚等をした者であって、新たに対象児
育している者に対し支給

40 人

一人につき 10 万円
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予算説明書

項

2

児童

福祉費

2

児童

福祉費

2

児童

福祉費

2

児童

祉費

3

民生

26~27

3

民生費

26~27

目

児童福祉

務費

2

児童措置費

3

民生費

26~27

1 概要

令和4年2月から令和4年9月までの間、新型コロナウイルス感染症への対応と子どもへの対応
が重なる教・保育現場等の最前線において、働く職員の処遇の改善のため、放課後児童クラブ、
特定教育・保育施設、特定地域型保育事業所、母子生活支援施設に勤務する職員を対象に、職員の
収入を3%程度(月額9,000円)引き上げるために国の保士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例
業実施要綱等の規定に基づき、必要な費用を補助しているが、令和4年10月以降につぃても、国に
おいて通常の制度の枠組みの中で'続した職員の収入引き上げが実施されることから、子ども・子
育て支援交付金等を活用して措置に係る費用を補助又は支給するもの。

2 事業内容

①対象経費

放課後児童クラブ、特定教育,保施設、特定地域型保業所、母子生活支援施設に勤務す
る職員を対象に、賃上げ効果が継士される取り組みを行うことを前提として、令和4年10月から
令和5年3月までの収入を3%程度(月額9,000円)引き上げるための措置に係る費用(法定福
利費等の事業主負担を含む)を補助又は支給する。

②費用の出方法

①放課後児童クラブに勤務する放課後児支援員・補助員等(非常勤職員を含み、経営に携
わる法人の役員である職員を除く。)

@11,000円(補助基準額【月額】)×469 人(常勤換従者数)× 6か月=30,954千円

②特定教育・保施設に勤務する保士・幼稚園教諭等(非常勤職員を含み、法人役員を兼
務する施設長を除く。)

加額(月額)※ 利用児童数 対象期間
184,489 千円X X

(フ70円~8,350円) (18 人~267 人) 6か月

※地域区分、施設類型、定員区分、年齢区分による加額

③特定地域型保育業所に勤務する保育士等(非常職員を含み、法人役を兼務する施設
長を除く。)

加額(月額)※ 利用児童数 対象期間
120 千円X X

(3,100円~フ,430円) (1人~5人) 6か月

※地域区分、施設類型、定員区分、年齢区分による加額

④母子生活支援施設に勤務する職員(非常勤職を含み、法人役員を兼務する施設長を除く
@10,900円※X5 人(常勤換従事者数)× 6か月=327 千円
※9,000円に法定福利費等の業主負担率に相当する率を乗じた額を加えて得た額。

-3-

3

民生費

番号

1-1

2

児童措置費

事業名

放課児童健全成

1-1

3

ひとり家庭

福祉費

民間保所等施設型給付費

1-2

補正額

地域型保育付費

1-1

千円

30,954

白菊寮運営

184,489

120

327



③ 補正額 215,890 千円

各事業者に対し補助金により交付又は、負担金により支給する。

施設種別区分事業名

①放課後児童健全育成費補助金放課後児童クラブ

②民間保育所等施設型

給付

③地域型保給付費

④白菊寮運営費

※①の施設数は、支援の単位数

3 財源内訳

業名

負担金特定教

小計

負担金特定地域型保事業所小規模保育

補助金母子生活支援施設

合三十

放課後児童健全育

成費

民間保所等施設

型給付

地域型保給付費

・保施設

保育所

認定こども園

幼稚園

事業費

千円

施設数

※

162

73

47

13

133

297

補正額

(千円)

30,954

94,572

80,514

9,403

184,489

120

327

215,890

白菊寮運営費 164163327

※1 子ども・子て支援交付金国庫補助率費(30,954千円)のV3
※2 子ども・子育て支援交付金ハ助率業費(30,954千円)のν3
※3 子どものための教・保給付交付金国庫負担率

1号認定子ども:礎額(業(29,500千円)X738%)Xν2
2号認定子ども事業費(56,093 千円)Xν2
3号認定子ども:業費(99,016千円)×58.16%

※4 子どものための教・保給付費負担金県負担率
1号認定子ども全国統一分礎額(業費(29,500千円)X73.8%)Xν4
2号・定子ども:業費(56,093 千円) Xν4
3号認定子ども:費(99,016千円)×20.92%

※5 長崎施設型給付費等事業費補助金県補助率
1号認定子ども地方単独分(費(29,500千円)一礎額(業費(29,500千円)X73.8%))XV2

※6 児入所施設措置等国庫負担金国負担率業費(327千円)のν2

【参考】1号認定子ども満3歳以上の小学校就学前で保育の必要性がない子ども(教育利用)
2号認定子ども満3歳以上の小学校就学前で保育の必要性がある子ども(保育利用)
3号認定子ども満3歳未満の小学校就学前で保の必要性がある子ども(保利用)
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30,954

国 支出金

千円

184,489

※1

10,318

※3

96,452

※3

県支出金

千円

業所

財

120

※2

10,318

※4、 5

44,014

※4

源内

地方

千円

※6

64

訳

その他

千円

27

一般財源

千円

10,318

29

44,023
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款

3

民生費

予算

項

2

児童福祉費

概要

入所児童の教育・保育環境の向上を図るため、老朽施設の整備に伴う経費を助成するもの。

2 事業内容等

①事業内容

明書

幼保連型

認定こども園

小ケ倉こども園

【(福)黎明会】

児童福祉

務費

番号

深堀こころこども園

【(学)円成寺学園】

事業名

【助】児童福祉等
施設整事業費補助金
民間認定こども園

2-1

設置所

小ケ倉町2丁目

390番地

②補正予額 54,974千円

備内容

}栗堀町3丁目

68番地

施設名

大規模修繕 125人

定員

正額

幼保連型
認定こども園

小ケこども園

千円

54,974

区分

改築

保所
部分

幼稚園
部分

小計⑦

保育所
部分

幼稚園
部分

小計⑧

総事業費
①※1

1,373.63

フ71.95

鉄筋コン刎ート造2階建

(mう

(nD

深堀こころ

こども

145人

造

助
基本額
②※2

12,267 12,030

負担割合

(②X補助率)

国ν2 県ν2
③ ④

6,015

木(一部鉄骨)造2階建

着工予定

1,500

完成予定

令和5年3月

13,7釘

3,522.05

1,0釘.11

^

※1 総業費は、工事全体金額(幼保連型認定こども園小ケ倉こども園:2乃,367千円、深堀
こころこども園:622,7釘千円)を区分ごとの面 1合で按分し、令和4年度の工進捗率

(幼保連型認定こども園小ケこども:5%、深堀こころこども園:15%)に応じた金額

※2 補助基本額は、幼保連型認定こども小ケこどもについては、助対象経費の金額、
深堀こころこども園については、国または県交付基準額をネ助率1/2で寄1り戻した額と補助
対象経費を比較して少ない方の金額となる

計(⑦+⑧)

1,470

60,249 32,328

令和6年1月

33,168

93,417

^

令和5年1月

令和5年11月

27,472

市V4
⑤

3,007

6,015

107,184

^

補正

予算額

⑥

(③゛④゛⑤)

9,022

16,164

735

(単位:千円)

業者

負担

①・⑥

735

16,164

367

13,736

13,736

3,374

22,179 14,471 18,324

8,082

1,102

6,868

14,950

10,124

3,245

24,246

398

20,604

U,850

3,643

36,003
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12,564

48,5釘

54,974 52,210

目
1

名
主
設
主

施
設【

合



【参考:2か年を通した全体の事業費】

施設名

幼保'型
認定こども園
小ケ倉こども園

区分

保育所
部分

幼稚園
部分

小計⑦

保育所
部分

幼稚園
部分

小計⑧

総事業費
①

深堀こころ

こども園

補助
基本額
②

245,352

30,015

275,3釘

401,663

240,602

29,432

国 V2
③

120,301

計(⑦+⑧)

負担 1合

(②X補助率)

県ν2 市V4
⑤④

60,150

3

221,124

622,787

財・内訳

215,520

業費

120,301

107,760

183,148

千円

54,974 22,179 14,471 14,600

898,154

14,716 7,357

14,716 67,507

53,880

補助額

⑥

(③゛④゛⑤)

※1 保育所等備交付金国助率:補助本額の1/2

※2 認定こども施設補助金ハ補助率:補助基本額の1/2
※3 社会福祉施設整備業充当率80%(交付税措置率一%)

91,574 45,787

107,760 91,574 99,667

(単位:千円)

業者

負担額

①・⑥

国庫支出金
※1

180,451

228,061 106,290 167,174

22,073

千円

202,524

支出金
※2

64,901

161,640

フ,942

72,843

240,023

83,763

323,786

財

137,361

299,001

千円

源内

地方債
※3

訳

501,525

千円

396,629

その他

千円

一般財源

千円

3,724

-6-
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4 公募状況

①募集期間

令和4年3月3日から令和4年4月20日まで

②整備区分・応募状況

整区分 整ν内容の条件

老朽施設の整備 令和4年3月31日時点で
築41年以上となる施設(改築、老朽民間

児童福祉施設整備 ※耐診断務化期間(昭
及び大規模修繕 和56年5月31日以前に着
等、定員増なし) 工した建築物)を準用

③選定結果

老朽施設の整備 2件

④選定までの経過

時期

3月3日

~4月20日

5月

ーフー

6月13日

対象区域
(中学校区)

集期間

「長崎市社会福祉施設に関する立地条件等検討会」(市の関係部局による内部会:)

を開催し、提出された整備計画の問題点、条件等を検討

長崎市社会福祉審'会(外部委員で構成)ヘ「良な社会福祉施設等の整備計画の'

定について」意見諮問

長崎市社会福祉:会社会福祉施設専門分科会を開催し、整備計画の査

16区域(区域の限定なし)

6月30日

7月12日

集
(採択)
件数

7月21日

長崎市社会福祉審、会から、備計画の選定について、選定結果の答申

応
件数

内容

3件

「幼児教育・保育施設備計画の選定」として、本件を施設整備の補助を行う整備計

画として選定

2件



5 位置図等

①幼保連携型認定こども園小ケ倉こども園(小ケ倉町2丁目390番地)
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【現園舎の老朽の様子】

保育室の床(摩耗)
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②深堀こころこども園(深堀町3丁目68番地)
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【現園舎の老朽の様子】

保育室の床(摩耗)

"

ⅡM

トイレの天井(剥離)

階段の壁(亀裂・塗装剥離)

園児足洗場(亀裂・剥

^

・劣化)

手すり・ベランダの劣化

廊下の床(耗・亀裂)

廊下の天井(雨;り)

外壁(亀裂・塗装剥離)
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ページ

26~29

予算説明書

要

新型コロナウィルス感染症の影が長期化する中で、今回の原油価格や電気・ガス料

金を含む物価高騰の影により、妊婦においては、妊娠期に係るどぅしても削ることが

できない準備用など生活費全体への負担が大きくなっていることから、妊婦に対し給

付金を給付することで、物価高騰に係る生活費の負担軽減を図り、安心して妊娠期を過

ごせるよう支援する。

2 事内容

(1)給付対象者

次のア~ウのいずれにも該当するものとする。

令和4年4月1日から令和5年3月31日までに妊娠届出を行ったもの

(長崎市以外の自治体に提出したものも含む)

イ妊娠届出から出産前までに一時期でも長崎市の住民基本台帳に登録があった

もの

ウ長崎市に給付金の申請を行った日に長崎市の住民基本台帳に登録があるもの

(2)対象者数 2,500人(令和3年度妊娠届数相当)

(3)給付額給付対象者1人につき1回限り5万円

(4)給付方法給付対象者の申請により希望する口座へ振り込む

ア申請期間令和4年10月1日から令和5年3月31日(必着)まで

イ申請の交付方法

(ア)10月以前の妊娠届出者本人の申し出に基づき申請を市から郵送又は

ホームページから本人が申請をダウンロード

イ)10月以降の妊娠届出者妊娠届出時に申請を配布

※なお、市外で妊娠届出を行ったもので、10月以降の転入者については、転入

届時に申請を配布

ウ給付時期令和4年11月から随時給付(予定)

工周知方法ホームページ・広報誌等への掲、産科医療機関等関係機関へ

チラシ設置依頼

-12-

民生費 児童福祉費 妊婦生活支援

特別給付金費

番号
事業名

妊婦生活支援特別給付

金給付事業費

(給付金)

(事務)

1-1

1-2

補正額

千円

126,826

(125,00の

(1,82の

目
6

項
2

款
3



事業費内訳 126,826 千円

(1)給付金 125,000 千円

50 千円 X2,500 人=125,000 千円

(2)事務費 1,826 千円

人件費(会計年度任用職員報酬等

消耗品費(コピー用紙、封筒等)

役務(郵送料、口座振込手数料

スケジュール(案)

R4
事項

11月10月

申請書配布

10月~翌年3月31日

申請書受付期間

10月~翌年3月31日

給付金支給

11月~翌年4月(予定)

財源内訳

業

4

その他※2

千円

2

5

999 千円

143 千円

684 千円
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国庫支出金※1 県支出金

千円 千円 千円

126,826 126,824

新型コロナウィルス感染症対応地方創生臨時交付金(単独)
保険料個人負担金

12月

R5

1月 2月 3月

一般財源

千円

4月

財 源内訳

地方債

千円


